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今日，マーケティング論の研究においてはシステムズ・アプローチ1)の発展
と相侯って環境要因をくみいれ，その研究をたかめようとする方向にむかいつ
つある。これは，もとより現代における社会的・経済的変化の急激なることが
その根底にあることはいうまでもない。企業および消費者をとりまく社会的・
経済的環境の変化のはげしさ， たとえば，公害，資源問題といった緊急な今
日的課題は企業の死活問題となりつつある。このようなわが国内問題はもとよ
り，世界的な諸問題との関連において社会科学を研究するものにとって，そのア
プローチの再検討をせまられ，かつ思考材料のあまりにも豊富なるがゆえに，
その思考にも混乱を生ぜしめていることはいうまでもないことなのである。流
通問題に対する，その取組みにも同様な混乱を生ぜしめていることは当然なこ
とである2)。
われわれも，これまで生産者と消費者双方の接点として位置づけられる製品
1) Cf., M. Halbert, The Meaning and Sources of-Marketing Theory, pp.10-11。
2)ここでいわんとしている意味は，単にあらたな事象の出現とともにあらたなアプロー
チが必然的に必要となってくるといっているのではなく，経験科学としてのマーケティ
ング論においては，そのアプローチの相対性および限界性を認識したうえで，分析せね
ばならないということである。
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をマーケティング的な観点よりとらえ，マーケティング政策におけるもっとも
顕著な事象としての差別化および細分化をその研究対象とし取組んできたわけ
だが丸最近における社会的・経済的変化のはげしさより生ずる研究対象の豊
富さのために，われわれ自身の思考方法にも乱れがみられ，諸問題との関連性
をマーケティング論の体系にくみいれるさいに大きな困難に直面することにな
る。われわれは，ここでいちおうマーケティングと環境に対する関連性を整理
するという一つのこころみをおこなうことの必要を感じ，ささやかな小論を物
することとなった4),
マーケティングと環境との関連性のアプローチにおいて留意せねばならない
ことは，経済活動における行為者としての企業，消費者および両者間における
介在者としての製品・サービス等もいわゆる環境的諸要因との関連性において
存在するものであり，かつ無関係ではありえないということである。さらに理
論的枠組のなかに環境を如何なる内容のものとして捉えるか。環境における変
化とはなにを意味するのか。あらたな環境要因があらわれることを通常，環境
変化という表現で捉えているが，そのようなあらたな要因を既存の理論的枠組
において把握できないのかどうか。さらに，あらたな要因とともに，理論的枠
組の再構築が余儀なくされるのかどうか。 このような諸点を明確にしなけれ
ば，社会的・経済的環境の変化とともに研究上の混乱が生じてくるのも当然と
3)拙稿「差別化政策についての一考察ーマーケティング戦略との関連において一」（関
西大学『経済論集」第19巻5号 昭和44年12月）。
拙稿「細分化論についての一考察ー市場細分化論と製品細分化論ー」（関西大学『経済
論集」第21巻第4号昭和46年12月）。 ・
4)マーケティングにおける主たる課題は変化に対する適応であるともいえる。その意味
ではマーケティングと環境の関連性の整理ということは最も重要なテーマともいえる。
(Cf., F. K. Shallenberger, "Management and the Challenge of Change" in 
Stanford Graduate School of Business Bulletin, Winter 1966, p. 2) 
さらにこのことは，わが国においても，いちはやく重視され「現代マーケティング研究
会」より『マーケティング行動と環境」（千倉書房 昭和44年）が著されている。
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いえる。
マーケティングと環境の関連性を分析するための方法としてマーケティング
・システムと環境の関係に目をむけるぺきである。ここでいうまでもなく，マ
ーケティング・システムはオープン・システムであり，あらゆる環境変化に対
して直接・間接に対応をしめすシステムなのである。さらにマーケティング・
システムにとって環境とは内部環境と外部環境にいちおう区分されうる。ここ
で内部環境とは当該企業が位置する産業のチャネルおよび競争企業の構造，企
業目標，人的・物的•財務的諸資源および消費者等を意味する。外部環境と
は，かかる企業システムはもちろん内部環境等に対しても影響をもたらすとこ
ろの主として非経済的要因をさす。これには，科学的・技術的要因，経済的・
政治的要因（国内，国際）ライフ・スタイルと生活空間要因および倫理的・法
律的・社会的要因がふくまれる。現代社会における急激な変化がいちじるしい
のは，いうまでもなく後者の外部環境をさしていることはいうまでもない。ゎ
れわれがマーケティングと環境の関連性を分析するということは，かかる外部
環境システムと内部環境システム，企業システムの相互関連性を意味している
のである 5)。この関連性を分析するために，主としてライフ・スクイル6)に焦
点をあて，それを思考の素材として考察をすすめてゆくこととする。
2 
さいきんマーケティング論の研究においてはライフ・スタイルが有力な概念
5) Cf., W. Lazer & E. J. Kelley (ed.), Managerial Marketing. Perspectives and 
Viewpoints, 1967, pp. 31-32. 片岡一郎，村田昭治，貝瀬勝共訳「マネジリアル・
マーケティング下」丸善，昭和44年， 25-26ページ参照。
6)本論ではW・レイザーおよび E.J.ケリーの次の論文より，そのアプロ＿チにおいて
多くを負うている。 CW.Lazer"Life Style Concepts and Marketing" Proceedings 
of the Winter Conference of the American Marketing Association, 1963, E. J. 
Kelley, "Commentary on Life Style", Proceedings of the Winter Conference of 
the American Marketing Association, 1963) 
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として，その位置をしめてきている7)。とりわけライフ・スタイルは消費者行
動に大きな影響をあたえるわけで，このことは，また企業のマーチャンダイジ
ング戦略の主たる対象となり，その結果，製品・サービス市場にも顕著な影響
がみうけられる。ここでライフ・スタイル概念をとおして，これが消費者の必
要・欲求，買い物行動および消費行動に影響をあたえる側面を考察してみたい。
すでに拙稿「細分化理論についての一考察8)」にぉいて，製品・サービスは
消費者の必要・欲求の具現化されたものであるという捉え方をしておいたが，
マーケティング志向の発展とともに，まさにかかる認識法はいいえて当然とい
える。問題の整理のために，ここで生産者，消費者間に介在する製品・サービ
スの位置づけを簡単にこころみておこう。製品を生産者サイドから捉えれば，
まずそれが技術的に生産可能であること，採算性にみあうこと，さらに販売可
能であること等の特質がそなわれるべきである。他方，製品を消費者サイドか
らみれば，消費者の必要・欲求にマッチしたものであり，経済的に購買可能で
あるということ，これである。今日のマーケティング志向は消費者志向である
ゅぇ，製品は消費者の必要・欲求の具現化されたものであるといっても過言で
はない。
ここで消費者の必要・欲求とは一体，なにを意味するか9)。マーケティング
論において主要なテーマとなってきている市場細分化論の真のねらいは現実の
具体的な消費者の必要・欲求をみいだすことにある。細分化基準として数量的
基準（所得，家族，年令その他，製品の所有の有無），および心理的基準（虚飾を好
7) Cf., F. S. Bourne, "Different Kinds of Decisions and Reference Group In-
fluence" in P. Bliss(ed.), Marketing and枷 BehaviorSciences 1963, p. 252。
8)拙稿「細分化論についての一考察ー市場細分化論と製品細分化論ー」 （関西大学『経
済論集」第21巻第4号昭和46年12月）。
9)出牛正芳氏は必要と欲求を生ぜしめる要因として，人口増加，結婚増加率，出生増加
率，生活意識の変化， 技術革新， 流行， レジャー・タイムをあげている。（出牛正芳
『マーケティング・コミュニケーション」同文館，昭和41年， 62ペー ジ。）
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まぬ控え目か，生活様式が伝統固執型か近代的か）10)が考えられるが，このような基
準と消費者の必要・欲求になんらかの相関性が存在するものと想定されている
からである。ここで前述の細分化基準に対する認識をさらにふかめてゆけば，
より広範なるものとしてのライフ・スタイル概念の重要性にきづく。ここで，
このような簡単な図式化をおこなう背景には，消費者の必要・欲求は絶対的な
ものではなく相対的なものであるという認識があからである。たとえば，生活
の最低水準という内容には，地域性，歴史性といった相対性が仮定されている。
さらに消費者物価指数を把握するさいに，どのような品目をくみいれるか，ある
いは国際間の物価指数の比較のさいの困難性のなかにも，かかる問題点が存在
するからである。このように，地域性さらには時間の要素を考慮すれば，その
困難性は増加する。さらに，わが国の戦後の生活体験から明白なように，昭和
30年代の当初，三種の神器といわれた電気洗濯機，電気冷蔵庫，白黒テレビは，
今日においては現実的な生活実感としては生活必需品的存在として位置づけら
れてきており，かわって昭和40年代当初より新三種の神器としてカラーテレ
ビ， クー ラー ， カーがあらわれ， 3C時代という言葉まで流行するところと
なった11)。 このように，商品の分類として考えられる最寄品，買廻品，専門
品12)あるいは必需品，贅沢品といった範疇は時代をこえた妥当性があるかも
しれないが，かかる範疇でとらえられうる具体的商品は生活水準の変化ととも
にかわりうるものなのである。たんに品目たる具体的商品に変化がみうけられ
るということのみをいっているのではなく，かかる具体的商品に対する消費者
の必要・欲求度というものには，所得水準，地域性，歴史性から生ずる相対性
といったものがみられるということである。この問題に対する思考をさらにす
すめてゆけば，消費者の必要・欲求とはなにか。必要・欲求はなにから生ずる
10)深見義一編「マーケティング辞典」中央経済社，昭和43年， 221ペー ジ。
11)長谷川国雄編『現代用語の基礎知識1969」自由国民社，昭和44年， 1053,1081ページ
参照。
12) Cf., M. T. Copeland, Pr切ciplesof Merchandising, 1924。
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か。といった経験科学としての領域をこえて哲学的領域にまで介入して思考を
ふかめてゆく必要があるかもしれない。しかし，われわれは，ここでは消費者
の必要・欲求を現存の市場に存在する具体的商品との関連において，かかる製
品に対する必要・欲求度の変化を捉えることによって，そこにひそむ分折上の
媒介項をみいださんとするこころみをおこなおうとしているのである。すなわ
ち，かかる必要・ 欲求に対する認識をふかめるための媒介項としてライフ・ス
タイルを位置づけているのである。ライフ・スタイルは，われわれが，ここで
問題とせんとしている社会的・経済的環境およびその変化が，もっとも直接的
に影響をうける存在であると考えられるからである。 ライフ・スタイル概念
は，いまだその内容は定着したものではないが，ここではつぎのように理解し
ておこう。すなわち，ライフ・スタイルとは，文化的・社会的・歴史的・地域
的差異等より生ずる結集された生活実態としての個々の人間の全体的な行動現
象を包括的にしめす概念なのである。そしてライフ・スタイルそのものを構成
している要素は人間の考え方と行動である。
わが国においてライフ・スタイルに大きな変化がみられた代表的な時期とし
て戦後の期間があげられる。変化を生ぜしめた原因としてあたらしい日本国憲
法，家族制度の変化をその底流にもとめる考え方もある。さらには昭和35年に
発表された所得倍増計画をその端初とする高度経済成長政策が，都市過密化お
よびそれとの関連において地方の過疎化，モータリーゼーション等を促進せし
めた。今日において，小売業界の支配的地位をしめつつあるセルフ・サービス
方式によるスーパー・マーケット等の出現も，このようなプロセスの産物でも
ある18)。すなわち，ライフ・スタイルの変化とスーパー・マーケットの発展に
も関連性がみられる。小売店と消費者との接触には，非経済的要因としての人
的関係，習慣といった側面が比較的強くみうけられる領域である。それゆえ，
13)吉田正昭，村田昭治，井関利明共編「消費者行動の理論」丸善，昭和44年， 29~46ペ
ジー参照。
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非人的販売方式であるセルフ・サービスによるスーパー・マーケットは，以前
のわが国の小売市場においては定着性がみられなかった所以である。しかしな
がら，前述の戦後における制度的および経済的変化はライフ・スクイルにも大
きな影響をあたえ，多くの都市人間を生ぜしめ，経済的合理性をそなえた，す
なわち，とりわけ価格に敏感な合理的人間を生む土壌ともなった。このように
ライフ・スタイルの変化による消費者のあらたな考え方と行動が，スーパー・
マーケット出現の土壌をつくった主たる一要因となったといっても過言ではな
い。
消費者の購買態度のみならず，必要・欲求に対しても，ライフ・スクイルが
大きな影響をあたえる。そのことは具体的には製品・サービスにもあらわれて
くる。たとえば，団地サイズの家具，家庭用消却炉，自然食品あるいは各部屋
にテレビを，等の商品あるいは宣伝文句の登場は，都市生活様式および現代の
社会的風潮といったものがその背景にあり，マーチャンダイジング戦略のおお
きな対象となってきている。このようにマーケティングの研究領域である販売
方式，消費者行動，製品・サービスの形態およびその利用方法に対してもライ
フ・スタイルの影響がみうけられるわけである。
つぎにライフ・スタイルに大きな影響をもたらす時間という要素を一つの素
材にして，それがマーケティング事象に如何ほどの関連性を有するかを考察し
てみよう 14)。週休二日制の普及化，換言すれば労働時間の短縮化は，消費者
に自由裁量時間をより多くあたえられることを意味する。時間的要素は経済学
においてもくみいれられ，その理論化がすすめられている。われわれは，ここ
で時間が，消費者行動および製品・サービスの形態にあたえる影響およびその
メカニズムをライフ・スタイルを媒介項として分析してみたい。まず消費者行
動に如何なる影響をあたえるか。この問題に対しては，当面の消費者行動に焦
14)時間と消費者行動および製品・サービスの関連性のみならず，販売方式，企業組織等
の相関性についても眼をむけねばならないことはいうまでもないことである。
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点をしぼるべきでなく，ライフ・スクイル側面に如何なる影響をあたえるか，
日常生活を営む人間にどのような影響をあたえるか，について考慮せねばなら
ない。まず最初に考えられることは，それぞれの人間に思考時間をより多くあ
たえ，社会・政治・経済・文化側面に対する興味をもたせ，かつ意識をたかめ
る結果をみちびく。消費者行動にそくして考ぇれば合理的精神を促進せしめる
ことを意味する。さらには，情報化時代の現代，あらゆる情報ネット・ワーク
をつうじて，知識をたかめ，かつ製品・サービスにかんする情報に，よりおお
く接する機会をもつことを可能ならしめる。このことは生活空間の広範化を意
味するのであって，いわゆる経済学で仮定されている経済人に，より近づける
途へみちびくともいえる。すなわち，経済人は市場におけるあらゆる製品・サ
ービスの品質，性能等の情報をそなえており，限界効用を事前に予知しうる能
力がそなわっていることが想定されている。かかる点は，消費者の情報に対す
る受容器としての側面にあたえる影響なのである。
つぎに消費者の行動にあたえる側面を考慮せねばならない。前述の情報の収
得と相関連するものであるが，いわゆる消費者の買い物行動および買い物時間
に如何ほどの影響をあたえるかという問題である15)。モータリーゼイション
とともに，買い物行動半径をひろめ，さらには買い物比較を可能ならしめるこ
とが予想されうる。かかる思考は直線的かつ単純的なものであるが，日常生活
を営む存在としての人間を考察するには現実にそくした思考に欠ける。たとえ
ば，週休二日制等の時間的余裕の増大は，結婚家庭における主人に対する直接
的影響は推測できるが，そのことが家庭内における他の構成員—妻や子供達
—に如何ほどの影響をあたえるか，あるいは独身男女に対してはどうか。年
令層，就業率との資料にもとづき，具体的な現実の人間に如何ほどの影響をあ
15)消費行動と購買行動は厳密に区分して考慮せねばならない。消費者，必ずしも購買者
とはかぎらず，また，その逆もありうるからである。消費行動はマーチャンダイジング
戦略の対象領域であり，購買行動は販売戦略上重要な領域なのである。ここでの買い物
行動は，いうまでもなく後者の対象領域なのである。
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たえるかといった，いわゆる市場細分化論的認識にもとづく思考が必要となっ
てくる。 ここでは，人口構成において，大きい比重をしめる結婚世帯を中心
に，その考察をふかめてゆく。主人の自由裁量時間の増大は，家庭内における
各構成員間の話しあいの時間増大をもたらし，各構成員共通の必要・欲求度を
たかめる。いわゆる，よりひろい社会的な生活様式をそなえている主人という
存在をつうじて，あらたな情報ネット・ワークが家庭内にはりめぐらされてく
ることとなり，必要・ 欲求構造に対しても，これまでとはことなるあたらしい
インフルエンスがくわわることになる。買い物行動に対して，家族ぐるみの買
い物というパクーンが，より多くみられることとなる。いずれにせよ，買い物
行動および必要と欲求をもたらすひきがねの基盤ともいえる生活様式の原核と
しての家族についての分析が必要となってくる。いわゆる家族社会学の研究対
象の分野での諸問題がマーケティングにかんする知識の豊かな宝庫となってく
る。
つぎに時間が消費者の必要・欲求の具現化された，あるいは具現化されるべ
く製品の形態およびその利用方法に如何ほどの影響をあたえるか。われわれ
は， すでに拙稿に18)おいて指摘しているがごとく，製品・サービスは消費者
の必要と欲求の具現化されたものであるという認識にたち，マーケティング・
マネージャの今日的課題である消費者志向は製品の創造ではなく，市場の創造
すなわち消費者の必要・欲求の探究にあるといった内容として理解している。
そのさい，消費者の必要と欲求は如何なるメカニズムから生じてくるかといっ
た点にむしろ考察の眼をむけるぺきであるという考え方にたっているわけであ
る。ここでは市場構成の具体的構成因としての製品・サービスの形態と利用方
法をアプローチの第一段階において，その研究対象とするわけであるが，われ
われは，かかる分析上のプロセスを経て，帰納的に消費者の必要・欲求および
それらを生ぜしめるメカニズムを探ろうとすることが真のねらいであることは
16)前掲拙稿
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いうまでもない。それゆえ，時間という要素と消費者の必要と欲求の関連性を
さぐろうとするわけである。
前述の時間と消費者行動にかんする分析にさいして，その対象を結婚世帯を
その中心においたが， ここでの考察においても同様にすすめてゆくこととす
る。自由栽量時間の増大は，これまでの考察よりあきらかなごとく，より多く
の情報に接することを可能ならしめ，かつあらたな情報源を家庭内にもちこむ
こととなり，あらゆる問題に対する理解と関心をふかめ，かつ意識をたかめる
こととなる。いわゆる時間の増大は人間をより合理的経済人に近づける要因と
なることは，さきにもふれたとおりである。このことは購買動機に，より合理
的な色彩をふかめる一因となり，他方，必要と欲求に対してもあたらしい力を
くわえることとなる。すなわち家族構成員共通の必要と欲求の度合いもたかま
り，これと関連して住宅産業，レジャー産業といった分野でのあたらしい製品
・サービスが市場に出現することとなる17)。 さらに， また製品・サービスに
対しても消費者が自由栽量時間を利用あるいは使用するというあたらしい側面
もくわわる。いそがしい社会でのレディメイド製品・サービスをもとめるとい
った態度から，自己の時間をいかし自己のなんらかの力を附加するものをもと
めるといったところへと変化してゆくであろう。日曜大工部品の普及，ィンス
タント食品から手作り食品へ，レジャーも時間節約的なものから時間消費的な
ものへといった現象が現実にみられ，かつ，また今後ますますかかる傾向が促
進されよう。われわれは，ここで未来学的発想でもって，なんらかの予測をす
ることは本論での目的とするところではくて，なんらかの予想されうる事象を
想定して，かかる事象が生ずるメカニズムを理解するための一助としてなので
ある。現実社会における人間が，あらたな環境要因がくわわることによって，
どのような行動をひきおこすかを知る手がかりを，かかる思考によってさぐろ
17)レジャー支出行動に関する優れた研究として G. フィスクの LeisureSpending 
Behavior, 1963があげられる。
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うとしているのである。
たとえばレジャー産業の現状を過去のそれと比較することによって，時間と
いう要素が如何に影響をあたえているかを知ることができる。パチンコ，スマ
ート・ボール，マージャン，ボウリング，ゴルフ，釣り，これらのレジャー産
業における発展過程をみれば，室内レジャーから室外レジャーヘ，時間節約的
レジャーから時間消費的レジャーヘの変化をうかがえることも，また真実であ
る。充分な時間となんらかのレジャー用具との結合が消費者に対して，より多
くのレジャー効用をあたえているわけであり，受動的レジャーから能動的レジ
ャーヘの推移がみられる。今日のような管理的社会が存在する以前には，いわ
ゆる釣りにしろ，あるいは他の手作り的レジャーがすでに存在しており，かか
るレジャ一部門に今日，商業主義が浸透してきたのであって，あらたな必要・
欲求の創出でもなく，あらたなレジャーの創出でもない。ただ現代社会におい
てわすれがちな従来の必要と欲求がおもいだされ再発見されたのであって，な
んら経済的効用が時間という要素によって附加されたわけではないという考え
方も一方に存在する。 しかし， ここでは， われわれは文明批評の立場にたっ
て，社会の善悪を，人間の幸・不幸を論ずるのが目的ではない。このようなレ
ジャーヘの商業主義の浸透をもって文明の退化あるいは人間性の喪失という考
え方をとる立場もあることはたしかである。社会・経済発展の初期の段階にお
いては，すぺて，食事は手作りであって，加工食品も食堂もレストランも存在
しなかったし，より自給自足的生活に近かったが，今日にあって衣食住という
分野にまでも産業は進出してきている。レジャーに対するあり方をもって文明
退化論をもちだす考え方には分業社会の効用を根底から否定しかつ過去に対す
るノスタルジアより生ずる感情が流れているともいえよう。われわれは現代社
会における人間行動，社会行動のメカニズムをあきらかにせんとしているので
あって文明批評的・哲学的思考でもって，かかる問題を論じようとしているも
のではない。
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戦後のわが国の高度経済成長は，国際的にも驚異の的となった事実である。
このことを可能ならしめた要因は，もとより生産側面に大きな影響をあたえた
政府の高度成長政策であったし，また日本人特有の勤勉の賜であったことはだ
れしも指摘のとおりである。だが消費側面における消費者の消費意識の変化と
いうものが，また大きな影響因であったということも事実である。いわゆる現
在においてもわが国の国民の貯蓄率は世界的にも高率なるものであるが，戦前
の“節約は美徳なり”から“消費は美徳”なりという一種の社会的風潮が高度
経済成長をささえた裏面での大きな一つの要因であったことも，また事実なの
である。かかる消費意識の変化を促進せしめた要因には，戦前・戦時・戦後の
禁欲的な生活体験の反動があったであろうし，戦後におけるアメリカ的生活様
式が， 他の文化とともに， わが国に普及した点も考えられよう。 いずれにせ
ょ，顕著な消費意識の変化があったことは事実である。さらには“明日の消費
より今日の消費”という消費行動を可能ならしめたローン制度の普及とともに
計画的消費生活を可能ならしめるサラリーマン生活を営む人口の増大といった
社会制度，社会構造の変化等に対しても留意せねばならない。このように社会
的風潮，社会制度，および社会構造の変化が消費意識に影響をあたえるメカニ
ズムを分析することは消費者行動の研究には必要不可欠なることである18)。
われわれは，ここで消費意識の変化とともに，消費とは一体何を意味するも
のであるのかということの考察をふかめてゆきたい。さいきん発展をかさねつ
つあり，今後の成長産業であると予想されているリース産業も，われわれがこ
こで考察する内容と無関係ではありえない19)。端的にいうならば所有なき消
18)小嶋外弘「これからの消費者像一日本の風土とマーケティング」ダイヤモンド社，昭
和41年， 19-20ページ参照。
19)ここでの考察には， F.F.マウザーの "AUniverse-in-Motion Approach to Market-
ing", in W. Lazer & E. J. Kelley (ed.), Managerial Marketingから多くの思考
素材および認識法を得ている。
400 
マーケティングと環境（市川） 749 
費である。すなわち消費には必ずしも所有権が必要不可欠であるのではなくて
使用権があれば充分である。経済発展の初期の段階においては，主として衣食
を中心とした消耗品的な商品が市場の中心をしめ，経済学における限界効用概
念の解釈にさいしても，かかる商品を念頭においている。しかし，経済の発展
とともに，われわれ消費者にとって耐久消費財というものが出現してきて，戦
後の生活において，はじめてその使用体験をもつこととなった。かかる出現と
ともに，われわれは，このことが消費者の意識にどのような影響をあたえてゆ
くかということに対して注意をはらわねばならない。このような問題の分析を
とおして，われわれは消費の内容について再検討をこころみてみたい。経済学
の初歩的知識である限界効用の理解をたすける具体例として食糧品を例示して
説明するケースが多い。すなわち使用一回性の消耗品をとおして限界効用概念
を説明する。それゆえ，ここで非耐久消費財，耐久消費財というおおまかな区
分のもとに消費問題に検討をくわえてみることにする。
非耐久消費財，たとえば食糧品の場合，それをたべることによって限界効用
を獲得する。 しかし耐久消費財においては， その使用の連続・反復をつうじ
て，その財から効用がえられる。さらに，使用が効用の源泉であって，たとえ
所有権があっても使用権なきもの，あるいは使用不可能なものは消費者になん
ら限界効用をもたらさない。つぎに，現実に，ある消費者がテレビを購入する
さいにどのような意識でもって購入するのかを連想しながら，そのプロセスを
分析してみたい。その場合，それに対する購買動機の複雑さを無視しえない。
すなわち，耐久消費財の場合，所有することそのもののなかに，購買動機がみ
いだされるケースもあるからである。デューゼンベリーのいわゆるデモンスト
レーション効果20)にみられるごとく，近所の人が所有しているから， 自分も
欲しい，自分も買うといった購買動機が現実に存在する具体的実態ともいえ
20) J. S. Duesenberry, Income, Savings and the Theory of Consumer Behavior, 1948 
大熊一郎訳「所得，貯蓄，消費者行為の理論」巌松堂，昭和30年。
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る。かかるケースにおいては，如何なるアプローチをつうじて，その限界効用
をおしはかるべきか。経済学で考えられている限界効用は，あくまでも消費次
元すなわち消費ないしは使用からえられるものであって所有からのものではな
い。しかし上述のような現実的プロセスにおいては，所有そのものが購買動機
の一因を構成していると考えられる。その所有から得られる効用をも広い意味
での限界効用と考えるべきかどうか。このことは，たんに耐久消費財のみなら
ず，製品差別化の進んでいる今．日，非耐久消費財においても考慮されねばなら
ない点である。すなわち，衣類品であろうと食糧品であろうと，人間は社会的
存在として，なんらかの製品をつうじて限界効用を充足していると考えられて
いるからである。詳述するならば，すでに拙稿においてふれているがごとく，
人間誰しも，ある国において，ある地域において，ある時代をいきている。し
かも社会のなかにおいて，人とのまじわりのなかで人間はいきてゆく。そのさ
いに，なんらかの必要・欲求が生じて，市場にでまわっている製品・サービス
を，充足する手段として購買する。それゆえ，消費者の必要・欲求とは，自立
的に存在するものではない。社会的に個人的な必要・欲求を充足する手段とし
て製品・サービス 21)を購入する。行為者はあくまでも個人としての消費者で
あることにはかわりはない。しかし，源となる必要・欲求は自立的なものでは
なく，前述のライフ・スタイル概念との関連において消費者行動をのべている
がごとく，社会的な存在なのである。このように，たとえ耐久消費財でなくと
も，幾分なりとも，社会生活上の必要・欲求から購買するという側面が考えら
れる。すなわち，限界効用の中味は，たんにある製品・サービスの使用からえ
られる効用を意味するだけではなく，他のものでなくそれを選択して使用する
ということから，なんらかの効用をえていることに留意せねばならない。
21)製品，サービスの購入を同一次元でとらえることは必ずしも妥当といえないかも知れ
ない。ここでの文脈においては，それほど問題とはならないが，消費行動および購買行
動の考察を深めるさいには製品とサービスを区分して分析せねばならないと考えられ
る。
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＇ 以上の論述から明らかなように，非耐久消費財であろうと，そのものの使用
から得られる効用のみならず，他でなく，その使用からえられるプラス・アル
ファー的な内容をふくむものとして，消費者の必要・欲求を充足せしめる手段
としての価値がすくなからず存在しているといえる22)。 その程度は耐久消費
財の場合にくらべれば徴少であることはいうまでもない。いずれにせよ，経済
学で仮定されている限界効用概念の中味は，われわれの論述のなかでは修正を
くわえる必要が生じてくるわけである。理論的処理の一方法として，耐久消費
財のそれを所有しない場合にくらべて所有自体から得られる効用，非耐久消
費財のその他のものではなくて，それを使用すること自体から得られる効用を
も，いわゆる限界効用にいれる処置である。しかし，この方法は，財の種類に
よってことなるであろう消費者行動を分析するさいには論理的一貫性を欠くこ
ととなる。それゆえ，われわれは，ここではその製品・サービスの使用ないし
は消費から得られる効用をいちおう本質的限界効用と考え，他ではなく，それ
を消費ないしは使用すること自体，あるいは所有すること自体から得られる効
用を副次的限界効用と考えておこう。このような理論的処理は，われわれが，
すでに他稿において論述している差別化概念の理解をふかめる一助となる。
つぎに，われわれが耐久消費財に対する消費者行動ないしは消費意識につい
て，環境変化との関連において考察してみることとする 23)。上述のような論
理的解釈を前提に論述をすすめてゆく。本来の意味での消費行動とは本質的限
界効用たる消費ないしは使用あるいは利用を求めておこなう消費者の行為を意
22)かかる側面における考察においては次の二論文が参考となる。
B. B . Gardner & S. J. Levy "The Product and the Brand" H. 四 ardBusiness 
R印iew,Vol. XXXIII, No. 2 March-April 1955, pp. 33-39. 
S. J. Levy, ."Symbols for Sale", Harvard Busisnes Review, Vol. XXXII, No. 4 
July-August, 1959, pp. 33-39. 
23)ここでの分析にはニコシア・モデルが有益である。 (Cf.,F. M. Nicosia, Consumer 
Decision Process, 1956.) 
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味するのであって，購買そのものから期待する効用，すなわち所有すること
自体，他のものではなくてそれを使用ないしは利用することから得られる副次
的限界効用を求める行為は厳密な意味での消費の内容ではない。われわれが副
次的限界効用という概念でとらえようとしている効用を求める行為は，経済の
発展とともに，その比重がたかまってきたものであると理解している。その行
為は，いわゆる豊かなる社会において，ますますあらわれてくるものである。
真の必要・欲求を充足するためには本来の意味での消費行為から得られるの
であって，たんなる所有から得られるものではない。そして，そのことを耐久
消費財等の使用体験をかさねるにつれて消費者は理解するにちがいない。たと
えば知識をうるためには本屋で本を買って，それを読むことによって得られる
知識も貸し本屋で賃借りした本を読むことから得られる知識にもかわりはな
い。どちらを選ぶかは生活体験から得られる生活習慣の相違に他ならない。消
費者は合理的精神をいろいろな体験をかさねることによって学習してゆく。し
かも， その製品の価格がますます高いものであればあるほど， リース利用の
価値を知るかもしれない。さらに最近の都市社会におけるゴミ処理の問題等が
社会問題になればなるほど，いつの日か使用価値のなくなるであろう耐久消費
財の処置の困難性を体験的に知り，所有すること自体に価値をおかずリースの
便宜性を知るかもしれない。このようなプロセスを想像すれば，副次的限界効
用は購買行動の対象としての比重がますます低くなってゆくかもしれない。こ
のように消費意識の変化は，他のあらたな産業の出現への一因ともなる。欧米
にくらべて，わが国のリース産業の現状は，とりわけ消費者むけのものの比重
はひくいが，それは日本人特有の民族的特質のせいかもしれない。このことは
住宅問題をひきおこしている大きな要因とおもわれる日本人の土地所有に対す
る強い執着心をみれば説得性がある。しかしながら，前述のように，種々なる
生活体験あるいは他の社会的諸問題および制度の変化との関連において，この
ような日本的特質も徐々にではあれ，変化してゆくこともおしはかれる。借金
することに対する抵抗感も戦後ますますうすれてきていることを考えあわせれ
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ば，製品を賃借りすることに対する抵抗感もリース産業の発展とともにうすれ
てゆくことも想像されるわけである。
4 
これまでの論述において，マーケティング・システムの内部環境の一つであ
る消費者行動を主としてライフ・スタイルを媒介に考察してきた。われわれの
本論におけるねらいは，非経済的な要因である外部環境の変化が主としてライ
フ・スタイルに影響をあたえ，これを媒介として消費者行動あるいは産業ない
しは製品・サービスにあたえる影響のメカニズムを分析することにあった。こ
れまでの論述の随所において，わが国の日常生活における体験上の具体例を思
考の素材として，論理的推論をこころみてきた。すでに，述べておいたよう
に，このこころみをつうじて，わが国における未来の消費者行動や未来産業を
予想することに，本論の目的が存在するわけではない。この小論においては，
このような思考のこころみをとおして消費者行動のメカニズムに環境諸要因の
混成体であるライフ・スタイルが如何に作用しているかをみいだすことにあっ
た。さらにはライフ・スタイル概念をとおして消費者の必要・欲求および消費
についての内容の再検討をくわえることにもあった。
このような検討をふまえて，われわれは，ここで一つの理論的枠組をいちお
う想定しておきたい。社会的環境諸要因はライフ・スタイルを形成するインパ
クト要因であり，これが消費者の必要・欲求，消費者行動，生産者の製品・サ
ービスのマーチャンダイジングおよび政府の行政等に影響をあたえる。いうま
でもなく，これらそれぞれの行為者は相互に影響をあたえあうフィード・バッ
ク・システムである。すなわちマーケティング・システムの内部環境としての
消費者行動システムにとって下位システムであるライフ・スタイルは消費者行
動システムをとおして，あるいは直接マーケティング・システム，政府システ
ムとも交錯するシステムなのである。ここでは消費者行動システムのアダプタ
ーたる消費者とは環境適応力に富む生態学的存在として捉えられている。
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マーケティング・マネージャにとってマーチャンダイジング戦略上，ライバ
ル企業の行動とともに， 消費者行動にたいする認識が重要な課題である 24)。
市場細分化論も，かかる問題意識上，重要なるテーマとなってきている。われ
われは， すでに拙稿25)において市場細分化論についても検討をくわえ， その
問題点も指摘しておいた。そしてあらたに製品細分化論なる概念26)をとおし
て消費者の必要・欲求をさぐろ・っとした。本論における環境諸要因の混成体た
るライフ・スタイル概念も，その意味では製品細分化論を補完し，かつ消費者
の必要・欲求をみいだし，あるいは消費者行動に対する認識をふかめるために
も，今後，重要な概念としてその価値がみいだされてくるものと考えられる。
社会学においては，ライフ・スタイル概念は重要な分析上の概念としての位置
をしめつつあるが，マーケティング論におけるその地位は今後の研究にまたね
ばならないといえよう。
さらにすすんで，消費者の必要・欲求とはなにか。消費とは一体なにを意味
するのか。といったテーマを，環境変化との関連においてライフ・スタイル概
念をその分析用具として考察するさいに，大きなメリットが存在することが明
らかとなった。われわれは，かかるテーマに対して，ある種の執念にちかい抱
泥があるのは，企業行動に対しては，経済学や他の隣接諸科学より多くの学問
的遺産をすでにそなえているが，消費者行動に対するそれはおおくの未開拓の
世界がのこっているからである。われわれは企業システムに対しても，また消
費システムに対しても社会的存在としての生態学的実態たる認識を暗黙のうち
に仮定している。かかる認識のもとに，社会的環境諸要因の混成体たるライフ
24)拙稿「差別化政策についての一考察ーマーケティング戦略との関連において」（関西
大学『経済論集』第19巻第5号→ 昭和44年12月） 46ページ参照。
2!,)拙稿「細分化論についての一考察ー市場細分化論と製品細分化論ー」（関西大学「経
済論集』第21巻第4号昭和46年12月）
26) Cf., M.L. Barnett, "Beyond Market Segmentation", Harvard Bus切essReview, 
Vol. 47 No. 1 1969。
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・スタイル概念が消費者行動に対する解答をわれわれにみちびいてくれるし，
またみちぴいてくれるであろうという立場にたっている。
くりかえすまでもなく，社会的存在としての人間は，経済的枠組において
は，自己の必要・欲求を充足するために社会的な存在である製品・サービスを
手段としてもちいる。いうまでもなく市場経済のなかにおいて自己の必要・欲
求を充足する製品・サービスがすべてみいだされるとはかぎらない。すなわ
ち，すでに他稿においてふれているように，潜在需要が市場経済の枠組のそと
において存在していることも事実である。既存の製品・サービスの販売高増進
でなくて，あたらしい産業の開拓，あたらしい製品・サービスをマーチャンダ
イジングせんとするマーケティング・マネージャーの努力とは，けだしかかる
潜在需要をみいだし市場の枠組のなかに顕在化せしめることに他ならない。マ
ーケティング・マネージャーにとって，かかる潜在需要をみいだす媒介項とし
てライフ・スタイル概念が役立つものといえよう。
以上，われわれは小論において環境諸要因とマーケティング・システムの内
部環境の一つである消費者行動との間にどのような関連性およびそのメカニズ
ムが存在するか検討してきた。本論における既述の小さな場面におけるシステ
ムの理解ないしは認識の方法には妥当性もあろう。しかしながらマーケティン
グ行動体系論としての全体的なシステムのなかで消費者行動と環境要因の関連
性を把握するという意味においては限界が生ずる。とりもなおさず，ここでの
さらにもう一つの目的は環境変化を素材に消費者の必要と欲求を如何に捉える
か，消費とはなにを意味するか等の諸問題についての分析をふかめるというこ
とにもあった。このことは，マーケティング行動における行為者としての消費
者に対する認識をふかめるための前提でもある。いちおう，これまでの論述を
とおしていいうることは，消費者行動を定数的ではなく変数的存在として把握
せねばならないということが明らかになってきたといえよう。経済学的に企業
行動，消費者行動を考察する場合には限界生産力，限界効用なる概念が重要な
分析上の武器であることはいうまでもない。しかし，本論での種々なる素材に
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対する分析より明らかなように，マーケティング的思考にもとづき消費者行動
の実態を明らかにするためには経済学上の概念の再検討が余儀なくされてく
る。既存の概念に対して固定的な認識をおこなおうとすれば，あらたな概念の
必要が生じてくるであろう。あるいは，従来の概念で把握しようとするなら
ば，その概念に対して，より柔軟性をもたせる必要があろう。しかしそのこと
は，また論理的一貫性を乱したり，あるいはこれまでの学問的遺産に対する再
構築ということを余儀なくせしめることになる。われわれは，あらゆる社会科
学における学問的遺産を，なによりの思考の糧とせねばならない。そのような
意味において，たとえば消費者行動に対する認識に対しても，より変数的位置
づけをしているわけである。なんとなれば経済学においては企業，消費者を定
数的存在として捉え，他の経済的諸変数との関連において分析してゆこうとす
る思考法をとっているものであると，われわれは理解しているからに他ならな
い。すなわち種々なる環境要因は経済的諸変数に対してのみならず行為者とし
ての企業，消費者そのものの行動メカニズムにも，ひいてはアダプターとして
の企業システム，消費者システムに対しても質的な影響をあたえているもので
あるということをこれまでの論述で明らかにした。最近におけるマーケティン
グ論の研究において，インター・ディシフ゜リナリー・アプローチが支配的であ
るのも，このような認識がなされているためといえよう 27)。 しかし， それは
消費者行動あるいは経済的事象を従来の概念で把握できないから，あらたな概
念を隣接諸科学から採用するという安易な途をとるための方法であるともいえ
る。かかるアプローチの無意味性を指摘しているのではなく，むしろ，あらた
な事象を分析する方法として固定的概念あるいは固定的アプローチに依拠する
ことに抱泥せず，あらたなアプローチを創造するための一時的なステップであ
27)インター・ディシプリナリー・アプローチについては以下の文献が参考となる。
M. Halbert, op.cit., W. Lazer, Approaches to Marketing Theory, Perdue Report, 
1966, W. Lazer, "The Interdisciplinary Approach to Marketing: a Management 
Overview", in W. Lazer & E. J. Kelley (ed.), op.cit., pp. 691-706。
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ると考えている。だが，かかる方向とともに，行為システムそのものの根本的
な再検討をふかめるという方向をも，もとめねばならないということを指摘し
ているわけである。
本論のこれまでの論述は，消費者の必要・欲求の実態に対する認識の一つの
足がかりをみいだすプロセスでもあった。だが前述のごとく，かかる問題に対
するアプローチにおいても全体としてのマーケティング行動システムのなかで
論ずべき性質のものであることはいうまでもない。すなわち方法論についての
検討が必要なのである。マーケティング事象に対する認識法あるいはアプロー
チには種々様々なものがある28)。われわれは現在におけるマーケティング論
の研究状況をふまえ， これまでの論述で明らかにしてきた諸点および認識法
を，論理的一貫性をそなえた体系内にくみいれるという仕事は他日を期した
い。
28)荒川祐吉「マーケティング研究におけるサイエンス志向の一考察ー一つの主観的省・
察」（現代マーケティング研究会編『マーケティング行動と環境」千倉書房 昭和44
年） 1-26ページ参照。
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